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開   会 

 

○石田総務課長 それでは、定刻となりましたので、食料・農業・農村政策審議会第４回の

食品産業部会を開催させていただきます。 

 委員の皆様方におかれましては、お忙しいところを、このようなお暑い中をお集まりいた

だきまして、まことにありがとうございます。 

 それでは、議事に入る前に、本日の委員の皆様方の出席状況ですけれども、秋田委員、安

部委員、石和委員、柴田委員が御欠席ということでございます。それから、お席を用意して

ございますけれども、岡本委員と佐々木委員が、ちょっと新幹線がおくれているということ

で、追ってお着きになるということでございます。そのため、15 名の委員のうち、現在９

名ですが、間もなく 11 名ということで、いずれにしましても、食料・農業・農村政策審議

会令第８条の規定によりまして、本部会が成立していることを申し上げます。 

 続きまして、お手元の資料の確認でございますけれども、配布資料の一覧をお配りしてい

るかと思いますので、御確認をお願いいたします。何か、足りない資料がございましたら事

務局にお申し出をお願いいたします。 

 よろしゅうございますでしょうか。 

 

部会長あいさつ 

 

○石田総務課長 それでは、これからの議事進行につきましては荒蒔部会長にお願いいたし

ます。 

○荒蒔部会長 皆さん、こんにちは。荒蒔でございます。どうもお暑い中を御苦労さまです。 

 それでは、これからは私の方で議事を進行させていただきたいと思います。 

 きょうは、農商工等連携事業の促進に関する基本方針（案）、それから、中央卸売市場整

備計画の変更（案）及び中央卸売市場開設区域の指定解除（案）、この３つにつきまして御

審議をお願いしたいと思います。かなり法律的な手続の話の部分もございますが、よろしく

お願いいたします。 

 それから、審議事項とはなっておりませんけれども、平成 19 年度の食品産業における環

境自主行動計画のフォローアップ結果など食品産業関連施策の取り組み状況についても報告
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させていただきたいと思います。 

 それでは、皆様の御協力を得まして円滑に議事を進めてまいりたいと思いますので、よろ

しくお願いいたします。 

 

総合食料局長あいさつ 

 

○荒蒔部会長 それでは、議題に入ります前に、町田総合食料局長からごあいさつをお願い

したいと思います。 

○町田総合食料局長 総合食料局長の町田でございます。 

 委員の皆様におかれましては、大変お忙しい中、また暑い中を御出席いただきまして、本

当にありがとうございます。厚くお礼を申し上げる次第でございます。 

 最近の食料をめぐる状況につきましては、御案内のとおりでございまして、さまざまな要

因の背景といたしまして、国際的な穀物価格も高騰しているということで、世界の食料需給

は、大変逼迫の懸念を強めているというふうに考えているところでございます。 

 こうした中で、我が国におきましては、世界最大の純食料輸入国ということでございます

ので、食料自給率の向上を図りまして、食料の安定供給に努めていくことが、より一層重要

になっているというふうに考えているところでございます。 

 こうしたことを背景に、政府におきましては、この５月に「21 世紀新農政 2008」、これ

は毎年度、新たに見直しているものでございますが、それを策定いたしまして、これに基づ

きまして、「米利用の新たな可能性の追求」ですとか、「農林水産業と食品産業等の連携の強

化」あるいは「食料供給コストの低減」といったことを積極的に取り組むこととしておると

ころでございます。 

 こうした中で、国産の農林水産物の需要に応じました生産と積極的な活用を一層推進する

という観点から、農林漁業者と中小企業者の連携を促しまして、農林水産業と商工業などの

それぞれの経営資源やノウハウを有効に活用する、いわゆる「農商工連携」を積極的に推進

するということは、極めて重要な取り組みであると認識しておるところでございます。 

 本日は、この関係で、さきの通常国会で成立をいたしました農商工の連携促進法に基づき

まして、国が定めることとしております基本方針（案）などにつきまして、主な議題として

出させていただいているところでございます。委員の皆様におかれましては、忌憚のない御

意見、御助言を賜りますようお願いを申し上げまして、はなはだ簡単でございますが、私の
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あいさつとさせていただきます。 

 どうぞよろしくお願いいたします。 

○荒蒔部会長 ありがとうございました。 

 

農商工等連携事業の促進に関する基本方針（案）について 

 

○荒蒔部会長 それでは、本日の議事に入りたいと思います。 

 議事次第の３番に書いてございます「農商工等連携事業の促進に関する基本方針」という

ことであります。これは資料１－１のところで、農林水産大臣から、この審議会に対する諮

問をされておりますので、まず、事務局のほうから諮問文を読んでいただいて、諮問内容に

つきまして御説明をお願いしたいと思います。 

○川合食品産業企画課長 食品産業企画課長の川合でございます。 

 それでは、私のほうから、ただいま御紹介がございました「農商工等連携事業の促進に関

する基本方針」について御説明を申し上げたいと思います。 

 まず、資料１－１を御覧願いたいと思います。資料１－１は諮問文でございます。読み上

げさせていただきます。 

 

食料・農業・農村政策審議会 

会長  林 良博 殿 

 

農林水産大臣臨時代理 

国務大臣 鴨下 一郎 

 

農商工等連携事業の促進に関する基本方針の策定について（諮問） 

 中小企業者と農林漁業者との連携による事業活動の促進に関する法律（平成 20 年法

律第 38号）第３条第３項に基づき、下記事項について、貴会の意見を求める。 

記 

農商工等連携事業の促進に関する基本方針の策定に関すること 

 

○川合食品産業企画課長 以上でございます。 
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 それで、御審議いただきます基本方針につきましては、その次の資料１－２が諮問の内容

ということになるわけでございますが、ちょっと多めでございますので、この概要をまとめ

ました資料１－３という資料を準備させていただいております。この資料１－３に基づきま

して御説明をさせていただきたいと思います。恐縮ですが、以下、座って説明をさせていた

だきたいと思います。 

 それでは、表紙を１ページおめくりいただきまして、１ページが、農商工等連携促進法の

基本スキーム、２月 21 日の食品産業部会でも一度御説明させていただいておりますが、そ

の法案の内容でございます。 

 冒頭にございますように、「地域を支える中小企業者と農林漁業者とが有機的に連携し、

それぞれの経営資源を有効に活用して行う事業活動を促進することにより、中小企業の経営

の向上及び農林漁業経営の改善を図る」というものでございます。 

 具体的には、主務大臣（農林水産大臣、経産大臣等）が、農商工等連携事業・農商工等連

携支援事業の認定基準等を策定する。 

 その下にスキーム図がございますけれども、認定行為は２つございます。左側が、国によ

ります農商工等連携事業計画の認定。具体的には、これが中小企業者と農林漁業者が共同で

新商品の開発等に取り組む事業計画を策定するというものでございます。認定を受けますと、

その下にございますように、支援措置ということで、中小企業信用保険法の特例ということ

で、保証額が２倍になるとか、あるいは真ん中あたりにございますけれども、農業改良資金

助成法に基づく貸付資金対象を中小企業者に拡大する、さらに、償還期限・据置期間を延長

する、こういった数々の法律上の支援措置の適用対象になるというものでございます。 

 それから、もう１つの認定行為が右側でございます。農商工等連携支援事業計画を認定と

いうことで、具体的には、公益法人またはＮＰＯが、農商工等連携事業に取り組む事業者に

対する指導・助言等の支援を行う計画を作成し、認定を受けますれば、下にございますよう

に、中小企業信用保険法の特例とするということで、通常、こういった公益法人ＮＰＯは信

用保険法の対象にならないわけでございますけれども、この法律に基づく認定を受けた場合

には、特例として信用保険の対象になってくる、こういう法律のスキームでございます。 

 今回、お諮りしております基本方針につきましては、２つの認定行為についての認定基準

という位置づけになるわけでございます。 

 １ページおめくりいたしまして２ページ目でございます。今申し上げた内容と重複すると

ころがございますけれども、基本方針の位置づけでございますが、「中小企業者と農林漁業

 - 6 - 



者との連携による事業活動の促進に関する法律」が、本年５月 23 日に、衆議院及び参議院

のそれぞれ全会一致の可決を受けて公布されまして、７月 21 日に施行をされたわけでござ

います。 

 この法律第３条におきましては、「農商工等連携事業の促進に関する基本方針」というこ

とで、この赤字に書いてあります項目を定めるということになっております。（１）が、農

商工等連携事業の促進の意義及び基本的な方向に関する事項、（２）といたしまして、農商

工等連携事業に関しまして、イとして、その事業の内容に関する事項、ロとして、事業の実

施により中小企業の経営の向上、農林漁業経営の改善を図るための方策に関する事項、それ

からハとして、事業の促進に当たって配慮すべき事項、それから（３）で、農商工連携支援

事業に関する事業の内容に関する事項、事業の促進に当たって配慮すべき事項を定めるとい

うことになっておるわけでございます。 

 また、３つ目の丸にございますように、主務大臣は、「基本方針」を定めようとするとき

は、食料・農業・農村政策審議会、他の審議会の意見を聞くとともに、遅滞なく公表すると

いうことが法律上定められているわけでございます。 

 ３ページからが、今回の基本方針（案）の概要を整理させていただいております。 

 第一といたしまして、農商工等連携事業の促進の意義及び基本的な方向でございます。ま

ず、その下の黄色の箱の事業の促進の意義でございます。記載にございますように、我が国

国民経済の健全な発展のためには、我が国の経済基盤の形成に重要な役割を果たしている中

小企業と食料の安定供給等の価値を有し、事業・雇用機会の創出に寄与する農林漁業の成

長・発展が重要である。農商工等連携の取り組みを通じた中小企業と農林漁業の成長・発展

の重要性が広く認識されることにより、中小企業の有する経営資源に対して適切な評価がな

され、競争力のある事業展開が促進される。農林漁業においては農商工連携の先進的な取り

組みが広く普及し、農林漁業経営の改善につながり、新しい担い手を生み出す契機となるこ

とが期待されるというのが意義づけでございます。 

 ２番の基本的な方向でございます。そういった中にあって、中小企業者・農林漁業者は、

その経営基盤が脆弱ということでございまして、その活動を行うための資金調達が困難。さ

らに、両者の交流の機会が少ないために、相互の事業活動に関する情報・知見の共有が不足

しているということで、農商工連携事業の実現が進まないという状況にある。こういった中

で、中小企業者・農林漁業者に対しまして、債務保証、資金助成、ノウハウの支援等の政策

的な支援措置を講ずることにより、市場ニーズに適応した新商品・新役務の開発等を実現す
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るということを方向としております。 

 また３番でございますが、支援事業の意義等々でございます。中小企業者と農林漁業者の

連携を強め、経営資源を有効活用する農商工等連携事業を促進するために、両者の連携の形

成や農商工等連携事業の高度化を支援する事業を促進するという位置づけでございます。 

 ４ページ以降が具体的な各論でございます。第二といたしまして、農商工等連携事業に関

する事項ということで、（１）の基本的な考え方でございますが、中小企業者と農林漁業者

とは有機的に連携をするということがまず１点、それから、それぞれの経営資源を有効に活

用するということが２点、それから３つ目として、その上で新商品の開発、生産もしくは需

要の開拓等を行うという３つの考え方で構成しております。 

 さらに、具体的な内容は（２）に記載してございますが、まず中小企業者と農林漁業者と

の有機的な連携ということでございます。その下にございますように、「有機的に連携して

実施する」とは、それぞれが保有する経営資源を互いに持ち寄り、いずれも主体的な参画を

し、費用、利益等を分担、分配する事業体制が担保している。いずれか一方だけではなくて、

双方が主体的に参画をするということでございます。したがいまして、規約や契約書等にお

きまして、「連携事業の目標」あるいは「目標達成に向けた経営資源の相互提供」、「目標達

成」に向けた事業期間中の事業費の負担、損失の分担、利益の分配に関する定め、あるいは

「契約遵守主義に関する定め」を明確化するということが必要という位置づけにしておりま

す。 

 また②でございますが、これは「経営資源」を有効に活用するということでございます。

ここで言います「経営資源」とは、設備、技術、個人の有する知識、技能、その他ビジネス

ノウハウ、知的財産権等を含む事業活動に活用される資源一般を指すということでございま

して、これらを活用した双方の工夫を凝らした取り組みが必要になってくるということでご

ざいます。当然、これらの経営資源は、相手方は持っていないけれども、みずからが持って

いるものを相互に提供し合うということで相乗効果を期待するというものでございます。 

 それから、③といたしまして、新商品の開発、生産、需要の開拓、もしくは新サービスの

開発、提供、もしくは需要の開拓を行うものであることということでございます。具体的に

は、当該事業を実施しようとする中小企業者、農林漁業者にとって、これまでに開発、生産

したことのない新たな商品、または役務であること。さらに、需要の開拓の見込みを有して

いること、当該事業が市場において成り立つ見込みがあるということを要件としております。 

 そういった意味で、新商品、新サービスにつきましては、この連携事業に取り組む事業者
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にとって新しいものであるということを要件としているところでございます。 

 ５ページをお開きいただきたいと思います。連携事業の計画期間でございます。以上の計

画期間につきましては、原則として５年以内に成果を出していただく。それで、３年から５

年が望ましいということで、この期間内に一定の成果を出していただくということを規定し

ております。 

 また（４）でございますが、連携に関する事項ということで、（イ）にございますように、

中核となる中小企業者、農林漁業者が存在するということが、当然のことながら要件になっ

てくるわけでございます。その上で、中ほどにございますけれども、グループによる共同申

請を行うことも可能ということにしております。また、法律上は農林漁業者と中小企業の連

携というのが支援対象になるわけでございますが、大企業が参加する場合でも、一定の場合

に農林漁業者及び中小企業者が法律の支援対象になるということを（イ）の３つ目の記載に

書いておりまして、大企業が参加し、販路開拓等において重要な役割を果たす場合には、実

質的な事業に対する貢献の度合いで、中小企業者及び農林漁業者の占める割合が過半数であ

る。逆に、大企業も参加するけれども、大企業の割合が過半数になる限りにおいては、参加

する中小企業者、農林漁業者は法律上の支援対象になってくるという取り扱いにいたしたい

と考えております。 

 また、（ロ）の役割のところでございます。当然のことながら、中小企業者、農林漁業者

は利益とリスクをともにするということで規約を策定し、役割分担あるいは対外的な責任体

制を明確化することが必要というふうに考えております。また、農商工連携等の実施に当た

りまして、中小企業者はみずから行う製造、加工のために必要な設備の整備のみならず、当

該連携事業に必要な農林水産物の生産に関する機械や加工施設の整備を通じて、連携する農

林漁業者が実施しようとする農林水産物の新たな生産、加工等の導入を中小企業者が支援す

る場合についても支援対象にするということで、もちろん、中小企業者がみずから、例えば

加工食品を製造する場合における加工食品製造機械なんかは対象になりますが、中小企業者

が農林漁業者のために農業施設とか農業機械を購入する場合においても、それは支援対象に

なるということ。これは、今までにない新しい記述でございますけれども、こういうものを

盛り込んでおります。 

 それから、６ページでございます。中小企業の経営向上、農林漁業の経営改善のための方

策でございます。 

 （１）といたしまして、農商工連携事業の実施に当たっては、農林漁業者、中小企業者の
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経営の改善に関する客観的な見通しを明らかにすることは重要という位置づけでございまし

て、（２）の本文に書いてございますように、その改善効果を客観的に明らかにするため、

定量的な経営指標を判断基準とするということにいたしております。具体的には、中小企業

者、農林漁業者いずれも付加価値額が５年間で５％、計画期間が４年の場合は４％、３年の

場合は３％といった形で、１年当たり、付加価値が１％増加するということを計画段階で明

らかにしていただくことを客観的な要件といたしたいと考えております。 

 また、これとあわせまして、中小企業者におきましては、新商品・新サービスの売上によ

って、総売上高が５年で５％以上増加すること、計画期間が４年の場合は４％という点は同

様でございます。それから農林漁業者につきましては、農商工連携事業に係る農林水産物の

売上が５年で５％以上増加することということで、例えば農家の場合、米と麦をつくってい

る農家が、麦で中小企業者と連携する場合は、麦の売上高が５年間で５％、３年計画なら

３％ということを計画段階で明らかにしていただくということを要件にいたしたいと思って

おります。 

 また、農協あるいは漁協等のグループによる申請につきましては、グループ全体としての

経営指標あるいは参加者個々の経営指標のいずれかを用いることができるということにいた

したいと考えております。 

 それから、７ページをお開きいただきたいと思います。事業の促進に当たって配慮すべき

事項ということで、（１）にございますように、国は、農商工等連携事業の形成・実施の基

盤となる環境整備に努めるということでございます。 

 （２）に事務局の設置ということで、国は、事業の計画段階から実施段階まで一貫して、

助言等の支援を行うための支援事務局を設置するということで、これは各地域ブロック単位

に、支援事務局という体制を構築いたしたいと考えております。 

 また、（３）の連携事業計画の評価でございますけれども、この計画の認定に当たりまし

ては、有識者、専門家で構成される評価委員会を設置いたしまして、その評価を踏まえて認

定の適否を判断するということで、認定を公正かつ適切に行うということにいたしたいと考

えております。 

 また、（４）でございますけれども、支援の促進ということで、国は、都道府県、中小企

業基盤整備機構等の関係機関と幅広く連携して、支援事務局の整備等の施策に取り組むとい

ったこと、あるいは真ん中ほどにございますように、地域力連携拠点あるいは食料産業クラ

スター協議会を通じた支援を展開するということで連携体制を推進する。さらに、なお書き
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にございますように、市場のニーズを明確にとらえた事業計画の立案・実施が重要であるこ

とを踏まえて、国は、マーケティングに関する支援を中心に、支援体制を整備するよう努め

るということといたしております。 

 以上が、農商工等連携事業の関係でございます。 

 ８ページからが、農商工等連携支援事業に関する内容でございます。 

 支援事業の内容に関する事項ということで、基本的な考え方といたしましては、（１）に

ございますように、中小企業者と農林漁業者の自発的な連携を促すのみならず、両者の連携

の形成や農商工等連携事業の高度化を支援する事業を促進することが重要ということで、中

小企業者と農林漁業者との交流の機会の提供、あるいは事業に関する指導、助言、その他両

者の有機的な連携を支援する農商工等連携支援事業を行うことが必要ということが基本的な

考え方でございます。 

 また、（２）の実施主体でございますが、一般社団法人、一般財団法人、それから特定非

営利法人、いわゆるＮＰＯ法人というものを対象としております。 

 それから、（３）の支援事業の内容でございます。記述にございますように、交流会や商

談会の開催あるいは技術の普及を図るフォーラムの開催、個別の相談に応じて、中小企業者

と農林漁業者をつなぐビジネスマッチング事業、商品企画・マーケティング力向上のための

経営指導等々につきまして有機的な連携を支援するというものでございます。 

 それから、２つ目の丸でございますが、計画期間内、後ほど御説明しますけれども、５年

間の計画期間内に５件以上、したがいまして、１年当たり１件以上の支援事業を実施すると

いうことを認定に当たっての要件といたしたいと考えております。 

 それから９ページでございますが、今申し上げました計画期間でございますけれども、５

年以内ということで考えております。 

 それから、支援事業の促進に当たって配慮すべき事項ということで、国は支援事業の環境

整備に努めるものとする。 

 それから、（２）といたしまして、評価体制につきましては、有識者、専門家で構成され

る評価委員会で、その適否の判定をいただくということは同様でございます。 

 それから、（３）といたしまして、支援の促進ということで、国は、支援事業の推進に当

たりまして、地方公共団体、中小企業基盤整備機構、商工会議所等々の関係団体との連携に

よりまして、農商工等連携支援事業を支援するように努めるということを位置づけておりま

す。 
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 それから、最後 10 ページでございます。参考といたしまして今後のスケジュールをおつ

けしております。５月 16 日にこの法律が可決・成立をいたしまして、５月 23 日に公布さ

れ、７月 23 日に、この基本方針案に関するパブリックコメントを開始させていただいてお

ります。これは、１カ月ということで８月８日までということでございます。 

 それから、７月 21 日に法律が施行されまして、きょうを含めまして関係審議会の御意見

をお聞きした上で、８月中旬を目途に、この基本方針を告示いたしたいと考えております。

この基本方針の告示以降、農商工等連携事業計画の申請の受付を開始いたしまして、９月中

旬以降に、本年度第１回目の連携事業計画の認定ということを行っていきたいと考えており

ます。 

 なお、この認定につきましては、９月以降、２カ月に１回程度の頻度で認定を行っていき

たいと考えております。 

 私のほうからは、以上でございます。 

○荒蒔部会長 御説明ありがとうございました。法律の説明なので、大分堅苦しい話なので

すが、基本的には、農商工連携事業の促進というものをやろうという基本的な考え方、それ

から、連携事業の内容と支援事業というものでございました。その辺についての考え方とい

うことですが、何か、御質問とか御意見はございますでしょうか。佐々木委員と岡本委員が

加われましたので、オールスターキャストになりました。 

○並木委員 一番最後のところで、申請の受付開始から認定まで１カ月しかないんですけれ

ども、これは、何か御事情があるんでしょうか。 

○川合食品産業企画課長 これは、第１回目の認定の受付まで１カ月ということでございま

して、これで締め切るということではございません。この後も、２カ月に１回ですから、

11月認定、１月認定、３月認定といった形で進めていきたいと思っております。 

 ただ、９月に第１次の認定作業を行いたいということでございまして、現在、各地で、農

商工連携の具体的な取り組みができないかというような検討がなされているというふうにお

聞きをしております。 

○荒蒔部会長 それでは、浦野委員どうぞ。 

○浦野委員 この内容自体は、大変期待できるといいますか、これからどんどんやっていか

なくてはいけないことだと思うんですけれども、この運用について若干意見があって、中小

企業のほうは、ちょっと置いておきまして、今、まさに、農林漁業というのは、大変な時期

を迎えていて、私は、産業として、本当にこれが持続できるかどうかという瀬戸際にあると
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思うんですね。産業として持続できないと、自滅していくだけだなというぐらいの危機感を

持っています。 

 そういう中で、担い手の問題が一番大事だなと思うんですね。きょうの御説明の中にも、

最初の促進の意義の中に、「新しい担い手を生み出す契機となることが期待される」とあり

ますが、これは私、非常に弱いと思うんです。「担い手を生み出す契機」という程度じゃだ

めだと。現在の生産者の方々に、幾ら裨益されても、決して将来の希望は持てないと思うん

です。そうではなく、まさに担い手を生み出す内容になっていてほしいと思うんですよ。 

 そういう意味で、６ページの改善のあり方というところに、例えば付加価値額で５年間で

５％、それで、付加価値をごく大ざっぱに利益と人件費と償却というのを書いていますけれ

ども、これは、私は極論を言うと、担い手として若い人がふえる。例えば 10代、20代の担

い手がふえましたといったら、それだけで付加価値は伸びなくてもいい、極論を言えばです

よ。これは、それだけの人を引っ張ってくるわけですから。今、そういうリクルートが一番

大事なんですね、農業にとっては。そこのところを、もうちょっときちんとうたえるように

しないと、これはへたすると、今の担い手の方々を裨益するだけに終わってしまう。これで

は、全く希望が将来において持てないと思うんですね。ぜひ、新しい担い手を呼び込むこと

を目的にしてほしいし、呼び込んだときに、それだけで評価されるような中身にしていただ

ければと思います。 

○荒蒔部会長 斎藤さん、関連で続けてどうぞ。 

○斎藤委員 大変スピードを上げた政策的な対応について感銘をしておりますが、幾つか、

まず疑問を呈させていただきたいと思います。 

 それは、基本的には方針のところですけれども、文章からいって利益やリスクということ、

いろいろな表現もございます。例えば、１つの問題を資源の理解の仕方。みずから保有する

経営資源、これは基本方針の４ページ目のところですが、人材、設備、技術。私どもは、普

通は技術、ヒト、モノ、カネ、情報というようなことを言うわけでございますが、今の連携

の仕方からいくと、資本をめぐる連携をしていかないと本当の進化ができない。パートナー

シップの確認もできないし、本当の経営資源の使い方の議論ができない段階に来ていると思

います。それで今、いろいろＬＬＰの議論があったり、いろいろな企業の参入があるわけで

すが、この辺が、なぜ抜けているのか。あえて入れなかった理由は何なのか。私は、これは

非常に重要な問題なので前回も申し上げましたが、あえて抜けているわけでございます。 

 それともう１つ、リスク等の評価、利益やリスク、これはいいのでございますが、基本的
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な理念としての姿勢といえば、やはりパートナーシップの関係が、どこかちゃんとした形で

なければできない。お互いにそれを確認するわけですね。あるいはそれなりの公益性がある、

あるいは生産性、効率性と言ったほうが正しいと思いますけれども、効率性、パートナーシ

ップ、その辺の基本的な原理・原則が、この方針の中に盛り込まれていないんですね。具体

的な表現はございますけれども、これが、やや懸念されます。それだけ資源を持ち寄ってや

る以上は、お互いに確認する、理念上、確認するものがもっとあってほしいなというのが、

まず第１点でございます。 

 それと、これは、今報告いただいた４ページ目、連携事業の内容でございますが、１、２、

３とあります。その前に、先ほど浦野さんから説明がありました新しい担い手を生み出す契

機、これがくっついているわけでございます。実は懸念といいますのは、新製品開発を中心

とした展開にだんだん移っていく。これは評価しやすいからだと私も思いますけれども、新

しい担い手を生み出すとなりますと、戦略的なものがどういうものだ。それが、どういう実

効性があって、どういうふうなビジョンを持ってくるのか、これがないんですね。単に手法

的な問題になってしまう。この辺に一つ懸念がございます。つまり、戦略というものをどこ

で評価するか。マーケティングを支援するぐらいでは戦略にならない。もっと本当にやって

いくだけの内容をチェックできないというのは困ったことだという感じがします。手先だけ

で見てしまっているということがありまして、この新しい担い手を生み出す契機となるかど

うかといっても、戦略が見えないところで契機となり得るかどうかわからないだろうという

ことでございます。 

 それで、この４ページ目につながっていきますと、１、２、３とございますが、これは１

＋２＋３を進化の仕方と見るのか。これを、ちょっと後で御説明いただきたいと思いますが、

一足飛びに新製品開発と言ってしまったら、恐らく余り効果がないわけで、当然、これは３

つがくっついて戦略的な連携をしていく、組織内容としては。そういうふうな意味合いだろ

うと私は理解をしたわけでございますが、それでいいかどうかですね。その辺がはっきりし

ませんでした。 

 それで、付加価値の関係について申し上げますと、５％とか何％とございますが、これは、

恐らく罰則はないわけで、お互いにある程度のものは期待できるわけでございますが、食品

企業サイドの規模が大きくなった場合、この目標は、かなり難しくなるだろう。小さいとこ

ろはいいだろうと思いますが。それと、どういう業態かによって相当違ってくる。外食であ

れば、恐らく 30％としても 100％で３倍ぐらいになるだろう、加工でも２倍ぐらいになる
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だろうという計算は可能でございますけれども、もしも単純なサービスであれば、ほとんど

付加価値がつかない。したがって、厳密なチェックをした場合、これは相当はずれていくだ

ろうと思います。つまり、それは業種・業態というものを考えていかないと、弾力的には理

解できないだろうという感じがいたします。この辺をどう考えるか。これは罰則がない。た

だ単に、戦略的に多少こういうものがあったほうがいい、縛りがあったほうがいいというふ

うな意味合いだというのであれば、それで私は結構ですが、一応、やはりこの議論は必要だ

ろうということです。 

 それと、これは後から少し追加をいただいたと思うのですが、この事業は、本来、中小企

業庁が経済産業省との関係ででき上がってきた経緯がございますが、やはり異常なのは、今

の経済産業省の支援体制と農水省のやっている支援体制が、どちらかというと、農水省のほ

うが助成額が低いとか、そういう問題を抱えています。これは早い段階で、両方が同じとこ

ろに並んでいただきたい。つまり、農水省のほうは助成額の比率が低いです、はっきり申し

上げれば。したがって、多くのところは、当然、経済産業省関係のところの事業に行くだろ

うということになります。つまり、もっと申し上げると、今回は余り説明はされておりませ

んが、例えば地域資源、ブランドというものがありますが、そちらのほうの事業と今のクラ

スターの事業、この２つを比較しただけでも、農水省サイドにやや弱いウィークポイントが

ございます。これを是正しないと、いろいろな助成措置を講じても、やはり現場が動かない

とだめであるということが、ちょっと懸念されています。 

 いずれにしましても、やはり、あえて農水省がこの事業をパワーアップしていくとすると、

戦略等、農と食をつなぐロジック、我々はフードシステムと言っていますが、これを地域の

中で明確に埋め込まないと、多分、波及効果はないだろう。先ほどの担い手問題と連動して

おりますが、その辺をどう見ていくか。単なる製品開発であれば、それは波及はないだろう。

やはり長期的に我々は見ていきますので、その場合は、先ほどの担い手をつないでいくとい

う議論もまさにそうでございますが、戦略の問題と、本当に資源をうまく使っているかどう

か、これは戦略の検討だろうと思います。この辺を、ちょっとお伺いしたいと思います。 

○荒蒔部会長 今、お２人のほうから、実際にきょうの案の中で、本当に戦略性というか、

実行につながる部分についての背景が少し弱いのではないかというような意見もあったので

すが、何か御説明を。 

○川合食品産業企画課長 たくさん御意見をちょうだいしたわけでございますが、まず、浦

野委員からいただきました、今の農林漁業にとって担い手問題が重要課題であると。本当に、
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今の農政を取り巻く状況からいいましても、農水省全体としても、これまで自給率問題と並

んで担い手対策というものは最重要課題として位置づけて、いろいろな形で認定農業者制度

を初めとしまして品目横断施策も然りでございますけれども、担い手育成のための政策とい

うものは、これまでも非常に重要ということで大きく取り上げてきたところでございます。 

 この農商工連携につきましても、農林漁業者と中小企業者の連携がうまくいってヒット商

品が出ていくということになりますれば、地域の活性化につながりますとともに、今やって

いる農家の人が儲かるのを見れば、また若い人が、あるいは後継者が入ってくるといったよ

うな形で、いろいろな意味で相乗効果が期待されるということを私どもは考えているわけで

ございます。 

 ただ、ちょっと御提案がありました、例えば新規就農者等がこれに取り組む場合は５％と

か、そういった付加価値要件なしに認めてはどうかという御提案だったかと思いますが、こ

の法律の条文に書いている目的自体が、中小企業者、農林漁業者経営の改善ということで、

今よりいい経営をやっていただくということでございます。そういう目的のもとでできまし

た法律でございますので、やはり一定の経営指標、クリアすべき経営指標というのは必要で

はないかと考えております。 

 また、斎藤先生の質問にもございました罰則はあるのかという話ですけれども、あくまで、

これは計画段階で、ここに書いてございます５％とか、付加価値なり売上高の指標、この取

り組みを３年なり５年続けていけば超えられるんだよということを計画段階でお示しをいた

だくということが必要であろうかというふうに考えておるところでございます。 

 あと、斎藤先生から幾つか御指摘をいただいております。農林漁業者と中小企業者の連携

の中で、経営資源として資本というものが入っていないのではないかというお話でございま

したが、これは資本関係ですね。農林漁業者と中小企業者両方が連携するというのは必須な

んですが、もちろん資本関係があると、例えば中小企業の子会社たる農業生産法人とその中

小企業が連携をするということであっても、これは一向に構わないということで、この法律

に基づく支援対象にはなるわけでございます。 

 ただ、先生がおっしゃったのは、資本関係というものは経営資源なんだから、ちょっと正

確に理解しているかどうかはあれですけれども、資本関係がある場合には、特にそれを、よ

い連携のあり方として強く見てはどうかということかと思います。いずれにしても、連携す

る両者に資本関係があっても、それはもちろん結構ですし、ただ、なくても、客観的に出て

くる連携の内容が非常にすぐれたものであるという場合には、それは、やはり認定すべき連
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携というふうに認定してよいのではないかということで、資本関係がある、ないにかかわら

ず、その連携の内容がすぐれたものであれば、これは認定をしていくということを基本的な

考え方で進めてはどうかというふうに考えている次第でございます。 

 また、パートナーシップという言葉がないではないかという御指摘もございましたけれど

も、私ども、これは役所のワーディングの関係かもしれませんが、基本方針の中でも「有機

的に連携して実施する」という言葉は、まさしくパートナーシップそのもの、メンタリティ

としてはそういう位置づけでボキャブラリーを使わせていただいているわけでございます。

また、必ずしもパートナーシップという横文字を使うことは歓迎されないケースもございま

すので、こういう表現をさせていただいているということで御理解をいただければと思いま

す。 

 それから、概要資料１－３の４ページのところで、「新商品開発に至るまでの有機的に連

携」ということ、それから「経営資源の有効活用」、「新商品の開発」、この３つの関係とい

うお尋ねがあったかと思います。もちろん、これらはそれぞれ別個独立しているものではご

ざいませんで、中小企業者と農林漁業者が有機的に連携をし、かつ、お互いがそれぞれの経

営資源を有効に、相手が持っていない経営資源をお互いに出し合い、さらに創意工夫を凝ら

した取り組みをし、それらの取り組みを経た上で、新商品あるいは新サービスを両者が連携

して新しいものを生み出していただくということです。ですから、いきなり新商品開発とい

うものがあるわけではございませんで、そういった連携あるいは資源の有効活用といったも

のを経て新商品開発というものがあるということで、これらは、それぞれ「or」の関係では

なくて、「かつ」の関係であるということで整理をさせていただいております。 

 それから、これは農商工連携基本方針自体の話ではないかと思いますが、クラスター事業

等地域資源事業の関係で、先生が御指摘したのは補助率の点であろうかと思います。補助率

については、各省あるいは各事業の中で、いろいろな財政当局との折衝を経て補助率という

のは決まってきているわけでございますけれども、それぞれの事業体系の中で最もいろいろ

なバランスを考えて決められているものでございますが、御指摘の点、また、そういう御指

摘があったということを踏まえまして、いろいろな財政事情等ございますけれども、もし改

善できるような点がございましたら次につなげていきたいと考えております。 

 私のほうからは、以上でございます。 

○荒蒔部会長 それは、さっき経産省さんと農水省さんの助成額のギャップみたいな話もち

ょっとあったんですけれども、それも入ってのことですか。 
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○川合食品産業企画課長 助成額といいますか、農商工連携事業自体につきましては、今回、

２月にも御説明したかと思いますけれども、農水省で関連予算 100 億円、経済産業省で関

連予算 100 億円という形で支援措置の準備をしておるところでございます。その点では、

どちらも 100 億円程度ということで違いはないかと思いますが、先生御指摘の点は、新た

な一部事業において補助率に違いがあるのではないかという御指摘だったかと思います。補

助率につきましては、毎年の予算編成過程において、財政当局との折衝の中で決まってくる

というものでございますので、ここのところは、ちょうど 21 年度要求をただいま、まさに

きょう、シーリングが決まりまして、その中で、また 12 月までかけて政府部内で議論をし

ていくということになりますので、そういった中で、可能なものは検討に反映をさせていた

だければというふうに思っております。 

○荒蒔部会長 どうぞ。 

○斎藤委員 クラスターの事業と、一方では地域資源ブランドという経済産業省の事業でご

ざいますが、私の知っている限りで申し上げると、農政のクラスター事業をとるよりは経済

産業省の事業をとったほうが、いろいろな使い勝手がいいというのが一般的でございます、

現場から見て。それが進めば進むほどクラスター事業がうまくいかなくなってしまうだろう

ということですね。 

 それと、製品開発というものに余り限定的にいきますと単発的になりやすい。したがって、

うまく戦略にマッチングした事業として埋め込むのが難しくなるのではないか。これは、先

ほどの戦略性の問題でございまして、単発的だということになりやすい。続けていけば、か

なり実はいろいろな事業ができるんだと。要するに利口な地域は、農水も使うし経済産業省

も使う。それでいいのでございますが、相互の比較ができて、特筆メリットがよくわかって

使っていただくのが一番いいだろう。それは、やはり戦略があるからだという感じがします。

その後、恐らくいろいろな事業がそういう形になって、両方の省から出てくる事業、その比

較有利性をめぐる議論になっていくのではないかということでございます。 

○荒蒔部会長 ほかに、何か御意見はございますか。 

 どうぞ。 

○青山委員 先ほどの浦野様と斎藤先生の意見とも関連するんですけれども、御説明いただ

いた基本方針案についての６ページ、経営の改善のあり方のところで付加価値のことが書い

てありますが、そこで付加価値が５年で５％、それで、最後のところで「従業員１人当たり

の付加価値でも可」と書いてあります。私は、本来の事業で大事なのは、やはり末端の生産
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者が儲かることだと思うんですね。そこにつながらないと意味がないと思います。 

この事業は、恐らくは事業の対象になるのは末端の農家ではなくて、その上、束ねる農業

生産法人でありますとか、組合でありますとか、団体だと思うんですね。そこの付加価値だ

けが、そこの売上だけがアップしても、束ねる生産者から買取額が同じとか、あるいは今ま

でと同じようなビジネスでありましたら、末端の生産者は、売り先が一つふえたというだけ

だと思うんです。したがって、この経営の計画書の段階で、私がつくるのでしたら、構成さ

れる生産者の収入のアップでありますとか、生産性の向上ですとか、あるいは効率の向上で

すとか、そこまでも踏まえた上でつくらないと、浦野様がおっしゃった担い手づくりという

ところには結びつかないのではないかと思います。 

 一方で、この評価ですね、３年なり、５年なりの。それを、やはりきっちりやるべきだと

思います。88 選の中で、私は、実は取材等で幾つかは拝見しているのですけれども、これ

は、一消費者の厳しい意見としてお聞きくださればと思うのですが、まだまだプロダクトア

ウトだと思うんですね。そのあたりが、農村としては売り出したい、でも、消費者が買って

くれなければ意味がないものだと思うんです。そうしたときに、やはり評価の段階で、これ

がマーケット性があるものなのか、継続して支援をすべきものなのかどうかというのは、早

期の段階でチェックをする必要があると思います。消費者の立場からすると、非常にしっか

りとしたチェック機能を持たないとむだ遣いになってしまうかなという気がいたします。 

 以上です。 

○荒蒔部会長 それについては、何かございますか。 

○川合食品産業企画課長 ２点、御指摘をいただきました。 

 １点目は、農家の所得向上につながるような指標ということだったかと思いますけれども、

考え方といたしましては、中小企業者、農林漁業者、もちろん、従業員１人当たりの付加価

値だけでも可ということですが、全体としての付加価値が上がりますれば、それは、例えば

農業生産法人の付加価値額、あるいは売上高が一定程度伸びれば、もちろん、そこで農業に

従事される方々の分配にもつながっていくであろうという考え方で、全体の付加価値額ある

いは売上高というものを基本的な指標にいたしたということでございます。 

 それから、実際に開発商品が売れるものである。それで、斎藤先生から御指摘がありまし

たように、ただの商品開発に終わったのでは意味がないということで、先ほどもちょっと御

説明をいたしましたけれども、資料１－３の７ページの一番下、「なお」書きのところです

が、「農商工連携事業の成功のためには、市場ニーズを明確にとらえた計画の立案・実施が
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重要で、国は、マーケティングに関する支援を中心に支援体制を整備」ということを改めて

記載をさせていただいております。これは、やはり売れる商品づくり、ただつくっただけで

はだめで売れる商品づくり、販路の開拓も含めた商品づくりが重要である、そういった意味

で、関連する地域連携拠点とか、そういったところでの支援は売れ筋をつくる、それで販路

をつくるという面からの支援もやっていきたいと考えているところでございます。 

 また評価という意味では、この事業に限らず、あらゆる政策について政策評価というもの

を実施しておりまして、毎年、実際にどの程度の効果があったかということを点検しながら

政策を進めていくということで、政策評価の中で適切に対応していきたいと考えております。 

○荒蒔部会長 いろいろな委員の方から御意見をいただきましたけれども、結局は、やろう

としている、ここで発信していることは、ほぼそうだろうということだと思うのですが、や

はり本当に実質的な成果につなげるためのソフトウェアじゃないですけれども、気持ちとい

うか意思の問題、さっき戦略という言葉もありましたけれども、意思の問題と、それが実際

にこういう案を読んだときに、それに応募する人たちの気持ちにつながるような部分をどこ

までちゃんと出せるかというところだと思うんですね。私としては、法律的な表現というの

は、どうしても限界はあるのかもしれませんけれども、その辺が、もう少しあったほうがい

いんじゃないかという御意見だったと思いますが、いかがですか。 

○川合食品産業企画課長 実際、一番重要なことは、今、各地域で農林漁業あるいは商工業

に従事しておられる中小企業の方々、これが農商工連携の制度なり仕組みを使ってそれぞれ

の経営改善につなげる。それが地域経済の活性化につながってくる、それがまた日本経済全

体の回復につながってくる、そういう相乗効果を期待しておるものでございまして、実際、

地域の農林漁業者の方、中小企業の方にいろいろな形で、今、現場の地方農政局、あるいは

経済産業局、都道府県、市町村の力もかりまして、この制度の普及・ＰＲということに努め

ているところでございます。そういった中で、先ほどちょっと触れましたけれども、各地で

「農商工連携 88 選」に続けという事例をつくるべく、いろいろな検討の取り組みが進めら

れているという段階でございます。 

 今後もいろいろな機会をとらえまして、またいろいろな形で、きめ細かにこの制度の普

及・推進ということ、それでＰＲに努めてまいりたいと考えております。 

○荒蒔部会長 そういうことで、文章をどう練るかという問題はちょっとあるのですが、き

ょういただきました考え方というか、むしろ戦略的なことについて、私のほうにお任せいた

だきましたら、事務局と相談をいたしまして答申につなげたいと思いますが、全体的には、
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これで方向性としてはよろしいということで御了解いただけますでしょうか。 

〔「異議なし」の声あり〕 

○荒蒔部会長 それでは、そういうことでやらせていただきます。 

○浦野委員 ちょっと済みません。質問です。 

○荒蒔部会長 どうぞ。 

○浦野委員 この中で、実は流通のチャネルといいますか、これを変えることだけで相当な

効果があるというのは、特に水産物なんかの場合にはわかっていまして、そのことで付加価

値が非常に高まると。４ページに書かれているような新商品あるいは新サービスという問題

とは違ってあると思うんですね。これは農商工連携に含まれるんですか。例えば、魚のチャ

ネルを変えたいということで中小企業者が、外食産業とか、家庭も含めて産直的にやろうと

した。そのためには、各港、港の情報というのは要りますね。情報が、まさに経営資源にな

るわけですけれども、それをうまく使って、市場外流通みたいな形で付加価値を高めるとい

うような事業は現実にあるわけですから、それをどんどん膨らませていこうとしたときには

これに当てはまるんですか。 

○川合食品産業企画課長 結論から言いますと、当てはまります。例えば、水産物であれ、

農産物であれ、今まで市場出荷をしていたというものを、今、都会の空き店舗、シャッター

街というところがありますけれども、そういった商店街に直接、直売方式に切りかえる。そ

のために、今まで段ボールで出荷していたものを小袋詰めの直売所に切りかえるとか、そう

いった工夫をしていただければ、この法律の支援対象になります。 

○浦野委員 そうすると、豊漁・豊作のときの対策としては、ものすごく、これは機能して

いくと思いますよ。今、本当に豊漁・豊作で捨てている部分というのはすごくあるわけです

けれども、この辺、チャネルを変えることだけで、えらく私は効果が出てくると思いますの

で、こういう新商品・新サービスも大事ですけれども、チャネルについてももう一回、我々

も考え直すし、農業者の方も、一緒にぜひ考えてみたいですね。 

○川合食品産業企画課長 今申し上げましたように、流通チャネルを変えるというのは、そ

れだけではなくて、もちろん経営資源を出し合う、それで一工夫をする。先ほど申し上げま

した段ボールから小袋みたいな話もございますけれども、一工夫はしていただくことが必要

ということは御了解いただければと思います。 

○浦野委員 情報が一番大事なんです。情報をいかに流すかということが。 

○荒蒔部会長 よろしいですか。 
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○上谷委員 ちょっといいですか。 

○荒蒔部会長 それでは、手短にお願いします。 

○上谷委員 ５ページに、「中核となる中小企業者及び農林水産業者の存在」ということの

３つ目に、「大企業が参加し、販路開拓等において重要な役割を果たす場合」というのがあ

るのですが、それはどういうケースがあるのでしょうか。それを、ちょっとお尋ねしたいん

ですけど。 

○川合食品産業企画課長 農家が原料農産物をつくります。それで食品加工メーカーが加工

いたしますという場合、例えば農産物をつくるノウハウ、あるいは加工品をつくるノウハウ、

こういったところに大企業が助言をするとかノウハウを提供するといったケース、あるいは

生産、加工のところは農家と中小企業があり、販売の点は大企業が支援するといったケース

も考えられると思います。 

○上谷委員 ということは、販路開拓等における重要な役割というのは、あくまでも支援と

いう形の解釈でよろしいですか。例えば大企業が参加した場合には、あくまでも中小企業な

り、農林産業が同等の形で切磋琢磨しながら取り組んだものが、逆に言えば、大企業の販売

ルートに乗せてしまって、最終的には、こちらのほうに全部流れるということは考えられな

いわけですね。やはり実質的に、中小企業と農林のほうに、あくまでも主体性を持たせてい

くんだということで解釈してよろしいですね。 

○川合食品産業企画課長 あくまでも農林漁業者と中小企業の連携がメインでございますの

で、ここに書いてございますように、大企業は参加してもいいのですが、貢献割合が過半以

下、５割以下ということで、全体の６割、７割が大企業というのでは、ちょっと支援対象に

はなってまいりません。 

○上谷委員 ずっと読んできて、あえてここに大企業が明記されるいきさつは何なのかなと。 

 というのは、最初のスキームのところで二通り、指導というところの分野の部分もあるの

で、そういう方々の御指導を仰ぎながらやっていくということなのかな、支援措置というと

ころの団体がヘルプしていくということで尽きないのかな、大企業が絡むことによって、最

終的にあやふやになる可能性はないのかなと、比率的にですね。過半数をと書いてあります

けれども、そういうことかなと解釈しました。ここの一部分だけ大企業という形の表現が出

ているんですね。 

○川合食品産業企画課長 これは、よく御質問がありまして、これは法律に基づく支援を受

けられる人の対象はどういう人かということを規定するもので、法律に基づく公的支援でご
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ざいますので、やはり資金力の弱い農林漁業者と中小企業が支援対象ということでございま

す。それは基本でございますけれども、ただ、農商工連携も、大企業さんが持っておられる

ノウハウとか、いろいろなお力をおかりしたほうがうまくいく場合ということも、十分、ケ

ースとしては想定されるわけでございます。 

 そういった場合に、大企業さんが少しでも参加したら、ちょびっとでも手を出したら支援

対象からはずすということだと、ちょっとこれは、またうまくいかないのかなと。やはり大

企業さんが７割、８割になったら、それは大企業主導ですけれども、半分以下の御協力とい

うものであれば、大企業さんが加わっていただいたほうがうまくいく場合も十分想定されま

すので、それを排除しないほうが、やはり、この農商工連携の芽を大きく育てていくために

は有効なのかなということで入れさせていただいている次第でございます。 

○佐々木委員 大企業に対しては、補助だとかそういうものはないでしょう。 

○川合食品産業企画課長 もちろん、大企業が支援対象ではありません。大企業が５割以下

参加する場合だったら、農家と中小企業者は公的支援の対象になりますよと。 

○佐々木委員 農家と中小企業があって、それを大企業が全部売る、販売すると、これだっ

ていいんですよ。むしろ、そのほうが業者にとって非常に有効になれば、それでもいいんで

しょう。 

○川合食品産業企画課長 結構です。 

○斎藤委員 これは、ある程度、議論の流れとして重要だと思いますので。 

 １つは小売サイドの問題です。どうしても今の、外国ではもっとそうなんですが、スーパ

ーが寡占化しています。したがって、その寡占的なスーパーが何らかの販売をとっていけば、

一定割合は多分行ってしまうだろう。例えばイオンですね。ある地域産品をイオンが独占的

に売るわけではないけれども、そういったときに、それはある程度ウエートはかかるだろう

と思います。当然、店舗数が多いですから、地域の中で対応する場合でも同様ですね。 

 それと、例えばニチレイさんやキリンビールさんが、何らかの支援ということで、あるＬ

ＬＰをつくるとか、法人を育成していくということにかかわって出てくると思うんですね。

実際にノウハウというか、技術的な力、バックアップ体制、いろいろなことを言えば、やは

り大企業のほうが持っていますので。そうすると、それは関連子会社をつくってバックアッ

プするのか、これも重要な問題だと思うんですね。それで何らかの、これは法律上の問題が、

中小企業との関係で確かにあるんですけれども、実質的には、大企業がなければ動かないと

ころは随分あるわけですね。販売するところもそうですし、製品開発もそうです。その技術
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力たるや、まさに格段の差がございますので、そういうかかわりについては、やはり何らか

の突っ込んだ議論があっていいんじゃないかと思います。 

 これは、会長に言うのも何ですが。 

○荒蒔部会長 私、実は、きょうここへ来る前に途中で抜け出してきたんですけれども、今、

ＪＡビルで、ＪＡ全中と日本経団連と、地産地消というテーマで共同プロジェクトの幾つか

の発表をやったり、これをもっと広げていこうとか、そういうことをやっているんですね。

農水省さんにも後援をいただいておりますが、そういうものって、確かに、やってみてだれ

が一番儲けているんだという話は、どこかで出てくるかもわからないんですけれども、やは

り動かしてみなければいけないんじゃないか。要するに、余りにも目に余るような行為があ

ちこちで出てきたら、それは、やはりどこかで抑えるしかないので、こうやったらだめだか

らやめておこう、やめておこうといったら何もできない。この法律をつくったときに、基本

的な考えだけはちゃんとしておいて、あとは、実際にどこかでレビューしていくということ

をやらない限り、後ろ向き、後ろ向きになってしまうのではないか。個人的な意見ですけれ

ども、そう思います。 

 よろしいですか。 

 今のようなお話と、先ほどの幾つかの御指摘も含めて、やはり大臣に答申をするときに、

そういう要素をどこまで加えるかという話だと思います。 

 あとは、私が勝手なことを言うのは変なんですけれども、やはり法律で基本的な考えをち

ゃんとうたうということは大事ですが、細部、応用問題がどうなったらどうなるというとこ

ろまでは、ちょっと言いにくいので、基本精神が生きるような、あるいはそれが、もしやっ

てみてどこかでレビューして、もう一回リバイスするならするということを考えながらやる

というのが大事なんじゃないかと思うんですね。 

 そんなことをどこまでつけ加えられるかという問題はあるんですけれども、ぜひ、そうい

うことで答申をさせていただければと思います。よろしゅうございますか。 

〔「異議なし」の声あり〕 

 

中央卸売市場整備計画の変更（案）及び中央卸売市場開設区域 

の指定解除（案）について 

 

○荒蒔部会長 それでは、次に議事次第の４というところに書いてあります「中央卸売市場
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整備計画の変更（案）及び中央卸売市場開設区域の指定解除（案）について」、これも大臣

から諮問されていますので、この審議会として結論を出したいと思います。 

 それでは、事務局のほうから御説明をお願いします。 

○池田卸売市場室長 卸売市場室長の池田でございます。よろしくお願いいたします。 

 それでは、諮問文の朗読をさせていただきたいと思います。諮問は、資料２－１と資料３

でございます。 

 まず資料２－１でございます。 

 

食料・農業・農村政策審議会 

会長 林 良博殿 

農林水産大臣臨時代理 

国務大臣 鴨下 一郎 

 

中央卸売市場整備計画の変更について（諮問） 

 標記について、卸売市場法（昭和 46 年法律）第５条第１項の規定に基づく中央卸売

市場整備計画について別紙のとおり変更したいので、同条第５項において準用する同

条第３項の規定に基づき、貴審議会の意見を求める。 

 

 これが１つでございます。 

 次に資料３をごらんください。 

 

食料・農業・農村政策審議会 

会長 林 良博殿 

農林水産大臣臨時代理 

国務大臣 鴨下 一郎 

 

中央卸売市場開設区域の指定解除について（諮問） 

 標記について、卸売市場法（昭和 46 年法律第 35 号）第７条第３項において準用す

る同条第１項の規定に基づき、別紙のとおり中央卸売市場開設区域の指定を解除した

いので、同条第３項において準用する同条第２項の規定に基づき、貴審議会の意見を
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求める。 

 

 以上でございます。 

 内容につきましては、今から説明をさせていただきたいと思います。大変恐縮ですが、座

って説明させていただきます。 

 まず、中央卸売市場の整備計画の変更について御説明をさせていただきたいと思います。

資料２－２というものがございます。カラーの１枚刷りのものでございますけれども、これ

に従いまして、主要な変更点を説明させていただきたいと思います。 

 中央卸売市場の整備は、卸売市場法で農林水産大臣が、卸売市場整備基本方針に即しまし

て、ここにございます中央卸売市場整備計画を策定して推進をすることとなってございます。

表題のすぐ下、黄色い枠に囲まれてございますが、ここにございますように、地方の中央卸

売市場を中心として集荷力が低下してきております。流通の広域化等に即した卸売市場の適

正な配置のあり方といったものが重要になってきているところでございます。 

 このため、矢印の下でございますけれども、平成 16 年、卸売市場法を改正いたしました。

この部会の前身に当たります総合食料分科会におきまして、卸売市場の整備基本方針あるい

は中央卸売市場整備計画についても御審議、御了解をいただきまして、ここに書いてござい

ますように再編基準を設定、あるいはまた、再編基準に該当しない市場も機能強化を図る観

点から再編の取組が望ましいとして中央卸売市場の再編を促進してきております。この結果

として、中央卸売市場整備計画において再編への取組を定めているわけでございます。 

 下の青い部分をごらんください。左側に現行と書いてあるところでございます。これまで

12 市場の再編措置を記載してございます。今般お諮りするのは、右側の矢印がございます

が、その中に書いてある１と２の部分です。 

 まず、１．再編措置を追加とございます。ここにございます４市場、まず函館・三重、こ

の２つの市場につきましては、平成 21 年４月に地方市場へ転換したい。室蘭市については、

平成 21 年度末までに地方市場へ転換したい。福岡市中央卸売市場の西部市場については、

平成 26 年度末までにほかの市場、これは福岡市中央卸売市場の青果市場というところでご

ざいますが、ここと統合したいといったことでございます。これは再編基準に該当している

わけではございませんが、自主的に再編をしたいということで、市場関係者あるいは開設者、

道、県といったところの合意が図られてございまして、再編をしたいと言ってきているわけ

でございます。中央卸売市場に比べますと、取引の自由度が相対的に大きい地方卸売市場に
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転換することによって活性化を図っていきたい、これが地方化をしたいという市場の主な理

由でございますし、福岡につきましては、１つの市場に集まることによってスケールメリッ

トを図りたい、こういったところが主な理由でございます。 

 右のほうに２番というものがございます。「「施設の改善を図ることが必要と認められる

中央卸売市場」又は「必要に応じ施設の改善を図ることができる中央卸売市場」から削除」

とございますが、中央卸売市場の整備計画の中には施設整備が必要と思われる市場につきま

しては一覧表をつくってございます。これにつきまして、ただいま御説明いたしましたよう

に、函館等々の市場につきましては地方卸売市場化することによりまして、中央卸売市場と

しての整備が必要な市場ではなくなりますので、ある意味、機械的ではございますけれども、

矢印の時期に削除をしていきたいということでございます。 

 これにつきましては、もとに戻っていただきまして資料２－１の別添をごらんいただきた

いと思います。ここに、「中央卸売市場整備計画の変更（案）」ということで新旧対照をお示

ししております。右が現行、左が変更案でございます。これが、運営の広域化、地方卸売市

場への転換その他の再編措置への取組を推進することが必要と認められる中央卸売市場及び

取り組む再編措置の内容でございまして、ただいま御説明いたしましたように、変更案のほ

うで４つの市場について、それぞれの再編の時期等を示させていただいてございます。この

変更につきましては、地方卸売市場への転換、必要な手続を速やかに進めるため、早急に７

月 30日付でまとめたいと考えております。 

 次のページをごらんいただきたいと思います。これは、整備計画のうちの別添３、「施設

の改善を図ることが必要と認められる中央卸売市場、必要に応じ施設の改善を図ることがで

きる中央卸売市場及び改良、造成または取得を必要とする施設」でございまして、施設整備

が必要な市場についての一覧表でございます。現行、室蘭、三重、函館とございますが、こ

れが 21 年４月、あるいは 21 年度中に地方化が図られるということでございますので、こ

の時期をもちまして、これをこの一覧表から削除するということでございます。 

 これにつきましては、以上の整備計画の変更でございますが、関係地方公共団体からは異

議がないという回答をいただいているところでございます。 

 次に移らせていただきます。資料３の別紙、「中央卸売市場開設区域の指定解除」でござ

います。卸売市場法におきまして、農林水産大臣が、中央卸売市場の開設区域を指定すると

いうことになってございます。ここにつきまして、今御説明申し上げましたように、開設区

域において開設されている中央市場ということで、函館、三重、室蘭が書いてございますが、
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ここに書いておりますそれぞれの時期に地方卸売市場に転換をいたします。したがいまして、

中央卸売市場の開設区域を指定しておく必要がなくなるわけでございます。このために、地

方卸売市場への転換後に中央卸売市場の開設区域の指定を解除したいということでございま

す。この解除につきましては、地方卸売市場化をするそれぞれの時期に速やかに行うという

ことを考えてございます。これにつきましても、関係地方公共団体からは異議がないという

旨の回答をいただいているところでございます。 

 以上でございます。 

○荒蒔部会長 ありがとうございました。 

 ただいまの件について、御意見、御質問はございますか。かなり手続論的な話ですね。 

 どうぞ。 

○斎藤委員 ちょっとこれ、手続ではあるのですが、これから重要な問題を抱えるというこ

とから、少し発言をさせていただきます。 

 これまでの整備計画の中でこれからのことを考えますと、地方市場に転換した場合、実は、

地方市場が自立できるような支援体制が余りない。実は、地方市場で十分自立してそれなり

のビジネスをやっているところは、今、結構ふえております。ところが、切り捨てるという

わけではないんですけれども、規制緩和の中でやむを得ず売上が減ったとか、量販店とのつ

ながりが消えたとか、そんなところで展開していくというと、やや消極策になりますね。む

しろ、積極的な転換を図ったほうがいいということです。できれば、これまでの延長での市

場整備ではなくて、もう少し抜本的な今後の悩みを考えたときの市場整備の仕方というのは、

もう少し議論できないものでしょうか。 

 といいますのは、恐らく、まともに生き残れる市場はほとんどなくなってきましたし、卸

売としての機能がある役割、そういうものに転換しなければ生き残れなくなってきているわ

けございます。場合によっては加工事業も減っておりまして、いろいろな惣菜も減っており

ますので、そういう一つのチェーンをつくらなければいけませんし、サプライチェーンは全

部できております。そういうふうな効率化についてもそうですし、付加価値化についてもそ

うでございますが、市場という一つの大きな役割から言えば、品揃え機能や、いろいろな意

味での競争力がございます。そこに、いろいろな加工やいろいろなビジネスがくっつけば相

当な競争力になります。そこに公的支援が、場所もございますし、働くわけでございますの

で、私、実は市場法の問題につきまして効率化の検討をやったことがございますが、その前

に市場競争力問題を議論した経緯もございます。その段階に来たのではないか。これから新
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しい、これを機会にして、もうちょっと広がりのある議論をしていただきたい、次の整備に

向けて。じゃなければ、これは戦略なしのままにどんどん沈下していくということになりや

すいのではないかと思いますが、この辺、どうでしょうか。 

 この手続についてはそのとおりで、それはどうのこうのございませんが、次の戦略をどう

考えていったらいいか、これだけをちょっとお話を承りたいと思います。 

○荒蒔部会長 根本的な問題でございますけれども、何か御説明はございますか。 

○池田卸売市場室長 ありがとうございます。今、委員がおっしゃられましたように、世の

中が大分変わってきてございます。 

 ただ、一つございますのは中央卸売市場、これは、やはり流通の改善に資する、あるいは

価格の指標性といったことで、かなり手続的にもいろいろ難しい制約もございますし、取引

上の制約もございます。そういった意味で、やはり支援という意味からすると、地方と中央

では、ある意味、差があることは事実でございますが、地方につきましても、例えば統合す

るとか、効率化を図るといった場合については、中央とほぼ同じような整備の支援をさせて

いただいているところでございます。 

 もう１つ、商売の仕方でございますが、確かに、いろいろと流通が変わる中でさまざまな

ことを行っている方々がおります。私ども、そういったものを優良な事例として調べ、また、

それを紹介させていただくというような取り組みをしております。 

 いずれにいたしましても、今御指摘のような効率化につきましては、やはり一つ大きい問

題でございますので、今後の検討に当たりましては、そういった観点も含めて検討していか

なければいけないと思っております。 

○荒蒔部会長 佐々木さん。 

○佐々木委員 地方市場と中央市場の法律で縛られている差とか、そういうことにつきまし

ては、よく理解をしておりませんけれども、私どもも、たまには市場へ行きますから、市場

のいろいろな仲買から卸から、そういう人たちの話を聞きまして、むしろ、中央のほうのい

ろいろな制約みたいなことについて、もう一度自由度ですね。今回、これを地方にするとい

うことは、もともと自由に商売をしてくれということになるのではないかというふうなニュ

アンスを持っていますね。ですから、中央のほうも、もう少しいろいろなことの制約を解除

するとか、そういうことではないのでしょうかというのが１点。 

 それから、先ほど斎藤先生から言われておりましたように、中央卸売市場というのは、私

ども量販店にとりましても、非常にこれから利用をさせていただきたい。今話がありました
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ように、例えば商品の加工の問題、備蓄の問題については非常に、中央卸売市場というのは

いい場所にあるんですね。せっかくですから、そこに物が集まっていきますから、そこに備

蓄をしたり、加工をしたりということで使わせていただけるようなことを含めて――僕は法

律をよく理解しておりませんので、どういうことをすればどういうふうになるのかというこ

とは、ちょっとわかりませんけれども、中央を地方にしたときにいろいろなことが自由にな

るというのなら、ぜひ中央も少しそういうことをされたらどうでしょうかということを思っ

ています。 

 それから、一つの例として、例えば露地物を地方市場へ持っていったときに、少なくとも

全部せりをして販売をしなければいかんということみたいですね。これは、そのグレードだ

ったら要らないということはできないと、そんなようなことも聞いておりますので、例えば

売り手先がないものまで卸のところでせりをして云々というようなことは、今の時代にもあ

るのではないか。一部、こういう話題がありましたから御紹介をしておるのですけれども、

ぜひ、そこら辺のことについても考え直すというか、見直す時期ではないかというような感

じがありました。具体的に事例を申し上げられないので申しわけないのですが。 

○荒蒔部会長 多分、斎藤委員の御意見と共通する部分もあったと思うのですけれども、長

い目で見たときに、中央卸売市場のあり方とか、発展系とか、あるいは地方への転換経営を

どうするかと。かなり、今回の提案ではない、もっと上位概念の部分だと思うんですけれど

も、そこについては、こういう御意見も非常に強く出ているということなので、そういう次

のステップに、ぜひつなげてほしいという要望と考えています。 

 大変時間管理がまずくて大分おくれておりまして、今回の中央卸売市場の整備計画の変更

と、それから開設区域の指定解除という２つの案につきましては、この案で当部会としては

了承したいと思いますが、よろしゅうございますか。 

〔「異議なし」の声あり〕 

○荒蒔部会長 あとは、私と事務局のほうで詳細について、打ち合わせをやらせていただき

たいと思います。 

 

そ の 他 

 

○荒蒔部会長 それでは、続きまして議事次第の５というところになります。食品産業施策

の関連情報としまして、食品産業界における環境自主行動計画の平成 19 年度フォローアッ
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プ結果、それから食品業界の信頼性向上、そして、新型インフルエンザ対策の３つの件につ

いて御報告がございますので、時間がなくなって恐縮ですけれども、簡潔にお願いしたいと

思います。 

○川合食品産業企画課長 それでは、お手元の資料４をお開きいただきたいと思います。

「2007 年度食品産業における環境自主行動計画のフォローアップ結果について」という資

料でございます。 

 １ページをお開きいただきますと、カラーコピーの概要がついております。本文にござい

ますように、農林水産省では、食品産業団体に対して環境自主行動計画の策定を慫慂すると

ともに、毎年度の実施状況の把握を行うため、2002 年度から「環境自主行動計画フォロー

アップチーム」を設置し、フォローアップを実施し、このフォローアップ結果につきまして、

毎年度、食品産業部会のほうに報告をさせていただいているところでございます。 

 現在の策定状況でございます。このページの左下にございますけれども、産業部門という

ことで、いわゆる産業部門というのは食品製造部門というふうにお考えいただければと思い

ますが、こちらのほうにつきましては、精糖工業会、全日本菓子協会、日本醤油協会、全国

清涼飲料工業会以下、ここに記載しております各団体が計画を策定していただいておるとこ

ろでございます。特に、右側に星のついている日本ビート糖業協会、全日本コーヒー協会、

日本ハンバーグ・ハンバーガー協会、この３つの団体につきましては、19 年度に新たに計

画を策定いただいておるということでございます。 

 また、赤の業務部門のところにつきましては、日本加工食品卸協会、それから、重複しま

すが、日本ハンバーグ・ハンバーガー協会、日本フードサービス協会という３団体が策定を

いただいておりまして、その下に 57.4％という数字がございますが、これら団体の 18 年度

の計画カバー率が約６割弱ということになっているところでございます。 

 これらの計画につきまして、昨年 12 月からことし３月にかけまして、フォローアップチ

ームによりますフォローアップを実施したところでございます。 

 その結果につきましては次のページをお開きいただきたいと思います。カラーの部分の左

側でございます。19 年度のフォローアップ対象団体は、19 年度から新たに策定いたしまし

た３団体を除く 16 団体、さらに、このうち数値目標を設定していない団体、それから、実

績報告が不十分だという団体、この２つを除いた 14 団体がフォローアップの対象になって

いるところでございます。 

 その下の表の合計の欄をごらんいただきたいのですが、そういった意味で、フォローアッ
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プ対象団体は 14団体、括弧書きは前年度の数字でございますが、12団体から２団体ふえて

いるわけでございます。また、そのうち、その隣の欄ですが、目標を達成している団体は全

体で５団体、その前年が２団体でありましたから、３団体、達成団体がふえております。ま

た、その右側の目標未達成の団体でございますが、目標と実績値の乖離幅でございます。

０％から５％以下の団体が、前年度２団体から４団体にふえ、逆に、５％から 10％の乖離

があったものは２団体から１団体に減少し、さらに 10％以上の乖離があったものは６団体

から４団体に減少するということで、目標未達成の団体につきましても、徐々に目標達成に

近づきつつあるという状況でございます。 

 右側の欄をごらんいただきたいと思います。今後の課題でございますが、未策定業界の計

画の策定、それから、目標未達成団体の取り組み強化、団体ごとの個別課題ということで、

参加企業が固定化しているところについては、それを拡大する。あるいは基準年の数値の精

査・報告をするということでございます。 

 また、京都議定書目標達成計画において示された課題への対応といたしまして、計画を策

定していない業種においては新規に策定をする。それから、計画の目標が定性的である業種

は目標を定量化する。こういった中で、日本フードサービス協会さんが、ことしの４月に定

量化目標を実施されたところでございます。また、計画については政府による厳格な評価・

検証を実施する。それから、既に現状が目標を超過している場合には目標の引き上げを行う

ということで、ここに記載してあります団体につきましては目標の引き上げというものをお

願いしているところでございます。 

 簡単ではございますが、私のほうからは以上でございます。 

○荒蒔部会長 それでは、食品の信頼性についてお願いします。 

○平松食品産業振興課長 それでは、「食品業界の信頼性向上について」ということで、資

料５をごらんください。 

 １枚めくっていただきますと取り組みの概要というものがございます。昨年来、食品をめ

ぐる不祥事が多発いたしておりまして業界全体の信頼性が揺らいでおる、こういう事態に対

処するために、食品業界全体の信頼性向上のための体質の強化を図る必要があるということ

で、そのための取り組みをしております。 

 具体的には、中央の左側のところにありますけれども、本年３月に「「食品業界の信頼性

向上自主行動計画」策定の手引き～５つの基本方針～」というものを農水省のほうで策定い

たしまして、関連の 186 の食品事業者団体に対しまして、自主行動計画の策定及びそれに
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即した取組について実施するよう要請しているところであります。 

 農水省といたしましては、業界のこれらの取り組みを促進いたしますために、下の左のほ

うにありますけれども、「信頼性向上セミナー（基礎編）」というものを６月から開始いたし

ておりまして、当初、全国の 20 会場でやる予定をしていたわけでございますが、東京・名

古屋・大阪地域では、参加募集後、早期に予約がいっぱいになってしまいまして、急遽６会

場を追加しておるところでございます。それから、また 11 月から来年の３月にかけまして

は、より現場に近いところの実践編というものを全国の 20 会場で予定しております。これ

に加えまして、食品関係団体が傘下の会員企業に対して行います「信頼性向上のためのセミ

ナー」への無料の講師の派遣を５月以降行っておりまして、７月末までで約 40 団体に無料

で講師を派遣しております。このように、業界全体の中で、意識はかなり高まっておると思

っております。 

 この結果、左側の真ん中のほうの下にありますけれども、先ほど 186 の食品事業者団体

に対しまして要請を行ったと申しましたが、６月末現在で、その７割に相当する 130 団体

で自主行動計画の策定済み、あるいは近々に策定が確定しておるという状況に６月末でなっ

ております。残りの３割の団体につきましても、年度内に策定の見込みという状況になって

おります。 

 次の２枚目、３枚目につきましては、セミナーの内容とかセミナーの開催の日程等を参考

までにつけておりますので、御参考にしていただきたいと思います。 

 以上でございます。 

○荒蒔部会長 それでは、今度「新型インフルエンザ対策」についてお願いします。 

○石田総務課長 お手元の資料６をご覧いただければと思います。 

 １枚めくっていただきまして、「新型インフルエンザとは」というところからでございま

す。これは、必ずしも私どもだけの案件ではございませんで、政府全体の案件ですけれども、

前段の部分を簡単に御紹介させていただければと思ってございます。 

 下のほうに絵もかいてございますけれども、新型インフルエンザ、動物、特に鳥のインフ

ルエンザから、鳥－鳥、あるいは鳥－ヒトになり、そして、それが最後にヒト－ヒトの感染

というのが容易になってくるという、その段階のものを新型インフルエンザというふうに称

しているということで、もちろん、こういった新しいウィルスですので抵抗力がないという

ことで、ヒト－ヒトの段階になってしまうと世界的な大流行、パンデミックというふうに称

しておりますけれども、そういったものが引き起こされるということでございます。 
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 ３つ目のところに書いてございますけれども、世界的にも過去、これは第１次世界大戦、

1918 年でございますが、その時点でスペインインフルエンザというもので、このときは、

世界的には約 4000万人という方が死亡されたというふうになってございます。 

 では、今はどうなっているのかということですけれども、現在、既に世界各地で鳥インフ

ルエンザの段階で、鳥からヒトへの事例が増加している。直近で約 390 名と聞いています

けれども、そういう段階でございます。それが次のヒト－ヒトの段階になって、いつそうい

うふうになってもおかしくないという状況にあるということでございます。 

 ページをめくっていただきまして、発生段階と発生時の対応ということでございます。こ

れはＷＨＯのもので、流行の状況に応じて下に表にしてございます。それぞれのフェーズご

とに分類をして、それぞれの対応策というものをＷＨＯのレベルで決めているということで

ございます。 

 我が国では、さらにそのフェーズをＡ、Ｂと、国内で発生しているか否かということで、

さらに細分化をして表現してございます。それで、現在はそこに色づけておりますが、フェ

ーズ３のＡということで、国外でのヒトへの感染が確認されているけれども、ヒト－ヒトの

感染は、ごく限られた血縁関係で、これはインドネシアの例でございますが、基本的にはな

いという状況だということです。 

 次のフェーズ４になると、ヒト－ヒトの新しい亜型のインフルエンザ、要するに新型イン

フルエンザですが、そういうものが確認される。ただ、感染の集団が小さい、限られている。

少し大きな集団の発生、そして、フェーズ６という段階になると世界的な流行というような

形で分類をしているということでございます。 

 次のページをお願いいたします。政府全体の対策ですけれども、平成 17 年 11 月に関係

省庁で「対策行動計画」というものを策定し、その後も 18年５月、19年３月に見直しがな

され、そして、直近 19 年 10 月に最終改定をしているということでございます。この行動

計画では、具体的な対策を発生状況に応じたフェーズごとに定めて、例えばフェーズ４のＡ

ということになりますと、右のほうの下に書いてございますが、内閣総理大臣を本部長とす

るインフルエンザの対策本部が設置され、そして、下のほうに書いています水際における封

じ込め、あるいは国内の発生予防ということとあわせて、社会機能の維持といったことにつ

いても協議をするということでございます。 

 さらに、フェーズ４以降についても具体的な対策を定めるということで、19 年３月に、

今度は左側のほうにありますけれども、厚生労働省の諮問機関で専門家会議がございます。
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そこにおいて、さまざまな局面についてのガイドラインというものを定めてございます。そ

の中の一つとして、下のほうにもありますけれども、社会的な面ということで、事業者ベー

スでのガイドライン、あるいは個人・家庭ベースでのガイドラインといったものを定めてご

ざいます。 

 ページをめくっていただきまして、「発生時における食料供給のあり方について」という

ことでございます。農水省では、この発生時におけるあり方を検討しているところですけれ

ども、その際のイメージということでございます。それで、上の１に書いていますように、

発生時のイメージとして、これまで起きていませんので、本当にイメージですけれども、感

染の波が約２カ月ぐらい続くということ。これが、また１年の間にその波が何回か来るとい

うふうに言われてございます。そういったときに、自分自身の感染あるいは感染した御家族

の看病といったことで欠勤をする。欠勤が２割から４割といったようなことも想定されてい

る。そういったことの中で、社会経済活動あるいは社会機能が大幅に低下するとか、これは

全体の話ですけれども、そういう中で、電気・ガス・水道といったライフラインと同様に食

料供給についても機能低下を来さないような対策が必要だと考えております。 

 国民の方は、もちろん、あらかじめ家庭において食料を備蓄する、あるいは海外でヒト－

ヒトの段階になったということがわかれば、さらに食料を買い足すということで、小売店な

どから食料を調達する。もちろん、この食料は生命維持のために直結しますので、発生した

場合、食生活は非常に重要でございますので、そういった方が豊富な栄養を摂取できるよう

にということで、食料の安定供給体制の確保が基本でございます。 

 次のページをめくっていただきますと、「社会機能維持者と一般家庭での食料の確保」と

いうふうに書いてございます。いざ本当に発生したとき、この食料供給において重要な役割

を果たしていただく方を、この場面だけではございませんけれども、社会機能維持者という

ふうに呼んで、左の一番上のところに書いてございますが、先ほども触れました事業者、職

場でのガイドラインというところの中に、有効期間の２カ月間、機能停止すると国民生活や

社会機能が破綻する恐れがあると規定されて、そういう中で、例えば左の下のほうに表で分

類、考え方、具体例というところに記載してございますけれども、食料の販売関係者、ある

いはそういったものを搬送する者は、ほかの治安維持であるとか危機管理の関係者といった

方々とともに社会機能維持者といった位置づけをされて、例えば新型インフルエンザが流行

した場合でも業務をある程度継続していただくための計画の策定というものが望まれるとい

うことでございます。 
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 それで、先ほど触れました行動計画といった中でも、国外で確認されたフェーズ４Ａの段

階で、この社会機能維持者の方には、プレパンデミックワクチンと言っていますけれども、

鳥－ヒトの段階での、そこから分離したウィルスをもとに製造されたパンデミックの本当の

ワクチンではございませんけれども、前段階で取得可能なワクチンの摂取を優先的に行うと

いったような位置づけになってございます。 

 それから別のガイドライン、個人・家庭のガイドラインについても先ほど触れましたけれ

ども、そちらでも、基本的には感染を防ぐためには不要不急の外出をしないということが原

則ということです。これは災害時と同様ですけれども、そういった外出をしなくても、ある

程度、最低限（２週間程度）の日用品等を準備しておくのが望ましいということで、右側に

例示しているような形のもの、米等々ございますけれども、そういったものが備蓄用の品目

として例示をされておるところでございます。 

 次のページですけれども、今後の検討課題ということで、農水省ではこれまでも、19 年

４月あるいはことしに入ってから、各団体、会員企業に対して周知徹底、業務継続計画の策

定の要請、あるいは協会に対する説明会といったこともさせていただいております。引き続

き検討を進めていきたいと思ってございますが、左側に御紹介したのは、６月に与党の対策

プロジェクトチームというところでも、やはり問題意識を共有していただいて、今後、さら

に検討すべき課題等の整理がなされております。下線を引きましたけれども、食料供給絡み

でございますと、個人や家庭での備蓄すべき食料の具体的品目等々の検討、それから下のほ

うに、パンデミック時の食料の流通・供給方法に関する具体的な検討等についての提言がご

ざいます。 

 右側でございますけれども、やはりそういうものを受けまして、発生時における供給のあ

り方ということでございますが、国民の健康維持のために、どのような品目を優先的に供給

すべきかといったこと、あるいはそういった品目をどのように確保するのか、生産・製造を

どう確保するか、あるいはそれをどういうふうに流通させて国民のもとに届けるか、それか

ら、そういった優先供給品目以外の品目も含めて、可能な限り円滑供給のための機能という

ものをどう維持するかといったことについて検討を引き続きしていきたいと考えてございま

す。 

 また、備蓄についてもわかりやすい普及・啓発といったことで、これは農水省だけではご

ざいませんけれども、関係省、内閣府、厚労省等々と連携して検討をしていきたいというこ

とでございます。 
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 それから最後、記載してございませんけれども、今後のスケジュールですが、ことしの８

月から検疫所、水際ですけれども、そういったところの職員約 6000 人の方に、先ほど申し

ましたプレパンデミックワクチンといったものの接種ということを通じて、有効性、安全性

の評価、研究を実施する予定ということでございます。そこで良好な評価が得られれば、

21 年度ですけれども、医療従事者など、先ほど申しました社会機能の維持にかかわる者に

対しての事前接種の検討を開始するといったことになってございます。 

 以上でございます。 

○荒蒔部会長 どうもありがとうございました。 

 ３つについて御報告をいただきましたけれども、本３件について、御意見がありましたら

どうぞ。 

 上谷さん。 

○上谷委員 資料６の「新型インフルエンザ対策について」の５ページですが、「社会機能

維持者と一般家庭での食料の確保」というところに、「医療従事者」というのが抜けている

のではないかと思うんですね。分類の中のどこに入るのかはよくわかりませんが、その方々

もいないと治療が不可能になってくるのではないかなと思いますので、それは厚生労働省で

入れるのだということであれば差し支えございませんが、そうじゃなかったら、加わってい

ただくべきではないかと思います。 

 失礼いたしました。 

○石田総務課長 これは事業者ガイドラインからとってきたものでございますが、接種対象

者には当然入っていると理解しております。 

○上谷委員 ここに記載されておりませんのでね。 

○石田総務課長 済みません。 

○荒蒔部会長 それでは、浦野さんどうぞ。 

○浦野委員 これは、質問というよりは希望なんですけれども、やはりこのことを真剣に考

えれば考えるほど、日本の食料輸入というのは非常に大きな問題があって、今一番問題にな

っているのがインドネシア、タイ、あるいはベトナム、こういったところで、まさに食料輸

入にかかわっている人たちというのは相当な人数にのぼります。特にタイ等について言えば、

食鳥輸入の一番太宗を占めるところですから、まさに接触しているわけです。日々、日本の

食にかかわる人たちが。 

 この辺は、少し考え方を別途に持ってもらったほうがいいのかなと。それは在外公館自体
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がどれほど、例えば抗インフルエンザ薬ということで言えばタミフルを含めて３種類ありま

すけれども、そういったものの備蓄があるのか。あるいは、プレパンデミックのワクチン等

についても、国内の水際の 6000 人も大事だけれども、まさに、そういった発生が一番恐れ

られている国の在留邦人に対する接種というものも、非常に私は大事なことだと思っていま

す。 

 したがって、そういったところ、在外公館での備蓄のありよう、あるいは在外公館での在

留邦人に対するメッセージの伝え方等々を、ぜひ考えていただきたいと思います。 

○石田総務課長 御意見は、確実に政府内でつながるようにしたいと思います。当然、在留

邦人の方も国民の一人でございますので、たしか、ガイドラインの一つとして、在留邦人の

問題についても考えております。 

○荒蒔部会長 それは、外務省の関係なんかも同じでしょう。 

○石田総務課長 同じでございます。 

○荒蒔部会長 ほかに、何かございますか。 

 岡本さんどうぞ。 

○岡本委員 インフルエンザのことではないんですが、よろしいでしょうか。 

 「環境自主行動計画のフォローアップ結果について」のことですが、結果以前の問題でち

ょっと教えていただきたいのですけれども、この「自主行動計画」を立てている団体とかは、

どのくらいの数があるんでしょうか。その割合が知りたいなと思うんです。あと、やってい

らっしゃらないところは、今後どうなさっていくのかなというのが疑問なんです。例えば、

つくってもらうように進めるにはどのように考えていらっしゃるかとか、一部のところだけ

でやっても仕方がない話なので、広くやっていかないと全体量としてはふえていかないと思

いますので、その辺を教えていただきたいと思います。 

○川合食品産業企画課長 自主行動計画を策定しているのは、19 年度に新たに開始をした

３団体も含めた 19団体ということでございまして、ウエートで行きますと、19団体を入れ

る前の 18 年度の段階ですが、資料にありましたように、約６割弱。ですから、４割強が、

まだ未策定という状況でございます。 

 ほかの団体につきましても、現在 19 団体になっていますけれども、これは着実な取り組

みになりますが、約 10年前の 1996年には１団体だったものが、６団体、９団体、10団体、

12 団体と少しずつふえてきて、今、19 団体まで、10 年ちょっとかけてきているという状

況でございます。 

 - 38 - 



 今後、食品産業について、特に二酸化炭素の排出量が多い未策定業種というところを中心

に、業種の特性を踏まえて策定を働きかけていきたいと思っております。具体的に、ＣＯ２

の排出量が多くて、まだ計画がつくられていないというところ、例示で言いますと、水産の

練り製品とかソース、あるいは加工用油脂製造業といったところもございます。 

 ただ、どうしても団体によって、やはり傘下の企業の数が、少ないと、意外と団体として

はまとまりやすいところがあるんですけれども、非常にたくさん、本部の加盟者が１団体で

二千何百もあるというような団体だと、なかなか全体の意見を取りまとめるのに時間がかか

るので、ちょっと未策定になっているところも、特に中小・零細で傘下の企業が多いところ

というのはなかなかまとまりにくいというところはありますが、そういったところに対して

も粘り強く策定を、特に排出量の多いところから順番にといいますか、策定を働きかけてい

きたいと考えております。 

○岡本委員 例えば、それを策定して達成してということは、その業界というか、団体にと

ってどんな益になるのかなというか、今、地球環境小委員会のほうでＣＯ２削減の見える化

ということが議論になっているのですが、ある程度示して、それが、例えば消費行動に選択

してもらうようにつながることに結びついていかないと、なかなかやりがいがないと言うと

変ですが、省エネ＝エコだからエコノミーとなって、エコロジーでいいかという話もありま

すけれども、そういうところが、もっと消費者にもわかるような形だとありがたいと思いま

す。 

 それから、どうして幾つ団体という話をお聞きしたかというと、もう１つの資料５のほう

の食品業界の信頼向上の何とかというところの食品関係団体が 180 団体に要請と書いてあ

りましたので、180 のうち 19 ということで１割しかないのかなと思って驚いたんですけれ

ども、この団体の数え方が違うんですね。 

○荒蒔部会長 違いますね。 

○岡本委員 それがわからなかったものですから、そんなに少ないのかなと質問させていた

だきました。 

 済みません、以上です。 

○荒蒔部会長 それでは、上谷さんどうぞ。 

○上谷委員 関連ですけれども、信頼性向上のための取り組みの概要とあるのですが、どう

いうところの信頼性を向上させるための研修なのかなということが、今、いろいろな不祥事

があったり、表示のいろいろな偽装があったりするのは、きっとこの 180 団体以外の中小
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企業じゃないかなという思いも若干あるんですね。そういうところにとどめた形で信頼向上

のための取り組みをなさっていらっしゃるのか。そういうものはホームページを見たらわか

るんですか。 

○平松食品産業振興課長 この資料の１枚目、表紙の次のページですけれども、右側のとこ

ろに「信頼性向上のための５つの基本原則」というのがあるんですが、こういうものを指し

示しながら、非常に具体的なものを指し示しながら、向上のための取り組みをしておるわけ

でございます。 

 それで、また意識の問題とか、そういうものもございます。それから、例えば団体が必要

な情報提供とか発信とか、信頼性向上というのは、要するに産地偽装とか、消費期限、賞味

期限の偽装というものをしないようにということもありますし、品質管理、危機管理という

ものをしっかりやって、消費者の信頼を確保していくというものが具体的な内容になってい

きます。そういうことをわかりやすく、意識の問題と、それからもう１つはマニュアルみた

いなものをつくっていく、そういう２つの面から団体主導して、それを行政のほうが支援し

ていくという形で、個々の企業が信頼性を裏切るような行為をしないように、そういうこと

のための取り組みを進めていくということでございます。 

○上谷委員 今おっしゃったことは基本的なところだろうと思うんですけれども、基本がな

くて、そういう状況が起こっているわけですが、やはり、そういうような実例を挙げながら

業者さんの中で信頼回復していただかないと、何か、すべてが疑いながら買い物に行かない

といけないという状況が生活者じゃないかなと思うんですね。そういうところは、生活者と

しては一番、いろいろな情報を吸収するためにも、生産者の方々の御指導を十分にやってい

ただいているということは、大変うれしいことなんですが、先ほどおっしゃったように、数

からするとごくわずかなんだなという思いがちょっとしましたので、失礼しました。 

○荒蒔部会長 まだ御意見はございますでしょうが、そろそろ持ち時間も切れてきましたの

で、一応、御質問はここで閉じさせていただきまして、事務局のほうから、今後の部会の予

定について御説明をお願いいたします。 

○石田総務課長 今後の部会の予定でございますが、当面は、きょうお願いいたしました法

令の審議事項等が予定されておりませんが、今後とも、この分野の各施策の進捗状況等に応

じて、必要に応じて皆様方の御意見をお聞きする機会を設けてまいりたいと考えております

ので、よろしくお願いいたしたいと思います。 
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閉   会 

 

○荒蒔部会長 どうもありがとうございました。これをもちまして、本日の予定の議事は終

了させていただきます。 

 第４回の食料・農業・農村政策審議会食品産業部会を閉会させていただきます。 

 どうも、御協力ありがとうございました。 

 

―了― 
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